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ケア責任への脱家族化政策の影響
―ダブルケア調査からの一考察
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Ⅰ　は�じ�め�に

　本稿は，近年の子育てと高齢者介護政策（ケア
政策）が家族のそして女性のケア責任のあり方に
いかなる影響を及ぼしたのか，子育てと高齢者介
護に同時に対応するダブルケアに従事する人を対
象とし，韓国，台湾，日本，香港の 4 つの東アジ
ア社会で行った調査の比較分析と日本での直近の
調査分析を通してその一端を考察する。近年では
先進国において，子育てと高齢者介護に同時に対

特集●家族と労働

東アジアの政府は高齢化と少子化という人口学的な圧力のもと，子育ておよび高齢者介護
における家族の負担の軽減を目的とした政策改革を実施してきた。そのため，東アジアの
社会では主に家族のみがケアする社会からの移行が生じてきたが，このような政策動向の
一方で，特に日本は，家族をケアの場として強化するジェンダー別役割分業にもとづいた
社会制度や社会組織を維持してきた。このような東アジアのケア政策の展開は，家族およ
び女性のケア責任と労働にいかなる影響を及ぼしているのか。本稿はこの問いの一端を，
近年増加しているダブルケアに注目して考察する。まず家族および女性のケア責任と社会
政策の関係を考察するためのアプローチとして，脱家族化の概念を採用し批判的に検討す
る。次に韓国，日本，台湾，香港の 4 つの社会で行った比較調査データと日本での最新
データを基に，ダブルケアラーの負担感を分析，特に韓国と日本の脱家族化政策と同定さ
れるケア政策の効果について検討する。分析では，家族と女性をケア労働の主要な提供者
として維持する韓国と日本における脱家族化政策は，家族のケア責任の一部を軽減したも
のの，家族介護を主に担う女性の負担感の軽減に限定的な効果しかないことが明らかにな
る。また日本のダブルケアの最新データの分析は，育児・介護のマネジメントをはじめ各
政策の連携や調整の次元も重ねて脱家族化の効果をみることの重要性を示唆している。結
論では日本の脱家族化政策がダブルケアのジェンダー別役割分担およびダブルケアケアマ
ネジメントや子育てと高齢者介護間の調整において限定的な影響しかもたらさないことを
指摘する。

（ブリストル大学上級講師）
山下　順子

相馬　直子
（横浜国立大学大学院教授）
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応する人口層が増加している。女性の初産平均年
齢は 2019 年に 30 歳に達し，1995 年より 4.5 歳高
くなっている（OECD�2023）。このような晩産化
傾向は，ライフコースにおいて子育てと高齢者介
護の両方を行う重複期を生み出している（相馬・
山下�2020）。既存の調査からは，ダブルケアラー
の大半は女性であること，また子育てあるいは介
護のいずれかのみをする人よりも，精神的，身体
的および経済的に負担が高いことが明らかにされ
ている（ソニー生命�2024）。しかしながら，3 世代
にまたがる家族間のケア関係の議論はこれまであ
まりなされていない（福田�2018）。
　東アジアの社会は，ジェンダーにもとづくケア
責任のあり方と社会政策の関係を分析するのに適
している。高齢化と少子化という人口学的な圧力
のもと，東アジアの政府はここ約 30 年の間，子
育ておよび高齢者介護における家族の負担の軽減
を目的とした制度改革を実施してきた。その結
果，主に家族のみがケアする社会から国家，市
場，コミュニテイー・ボランタリーセクター，家
族でケア責任を分担する社会へと移行してきた

（Yamashita,�Soma�and�Chan�2013）。しかしこのよ
うな政策形成の一方で，東アジアの社会，特に日
本は，家族をケアの場として強化するジェンダー
別役割分業にもとづいた社会制度や社会組織を維
持してきた（Shire�and�Nemoto�2020；Yamane�2020；
額賀・藤田�2020）。このような政策動向とジェン
ダー関係構造の背景において，本稿の目的は，東
アジア社会におけるジェンダー別役割分業にもと
づくケア責任に対して，最近のケア政策がいかな
る影響を及ぼしているのか，近年増加しているダ
ブルケアに注目し子育てと介護の領域を横断的に
考察することにある。
　以下，まずヨーロッパと東アジアにおけるダブ
ルケアの先行研究を概観する。次に，家族および
女性のケア責任と近年のケア政策の関係を考察す
るためのアプローチとして，脱家族化の概念につ
いて批判的に検討する。まず上述東アジア社会に
おけるダブルケアの比較調査を紹介し，ダブルケ
アをする女性の負担感を比較分析してその特徴を
議論する。その後，日本を対象とした最新データ
を分析し，ダブルケアとケア政策との関係を議論

する。結論では，日本の脱家族化政策は，ダブル
ケアのジェンダー別役割分担およびダブルケアで
あることによって増大するケアマネジメントの局
面において限定的な影響しかもたらさないことを
議論する。ケアに関わる政策は年金等の社会保障
や労働政策と幅広いが，本稿では保育・子育てお
よび介護を直接的に支援する政策（サービスおよ
び育児休業や介護者手当などの現金給付）をケア政
策として分析の対象とする。

Ⅱ　ダブルケアとは何か

　本稿ではケアを「依存的な成人や子どもの身体
的・精神的要求を満たすための活動と関係，およ
びそれらが割り当てられ実行される規範的・経済
的・社会的枠組み」（Daly�and�Lewis�2000：285）
と定義する。ダブルケアとは，二世代間の関係を
超えて提供され，受けられるケアを意味し，2 つ
の世代の中間に位置する世代を指すサンドイッチ
世代として研究されてきた（Burke�et�al.�2017；大
久保・杉山�2000）。�ダブルケアは，ケア行為や関
係の多重性および同時性にもとづくケアの経験，
責任，ニーズ，政策課題を明示化するために筆者
が概念化した（山下・相馬 2024）。先行研究によ
れば，ケアは一般的に下の世代，すなわち子育て
を中心とするが（Suh�2016；Tan,�2018），両親や
義父母に障がい，病気がある場合や介護が必要に
なった場合は，より多くの支援が上の世代に与え
られる可能性が高いとする（Železná�2018；福田�
2018）。このように，高齢世代に介護が必要にな
ると家族はダブルケアラーになる傾向がある。
　先行研究では，ダブルケアは二世代ケアよりも
困難であると論じられている。これは子育てと高
齢者介護を同時に行う際により多くの困難や矛盾
が生じ（Mitchell�2014；山下・相馬�2024），それが
介護者の心身の健康に悪影響を与えるからである

（Rubin�and�White-Means�2009）。ダブルケアにお
ける困難や矛盾には，異なるタイプのケアへの対
応を含む日常的なケア活動の二重性（Halinski,�
Duxbury�and�Higgins�2018），母そして娘としての
役割の衝突の経験（Železná�2018），時間が制約さ
れるなかで複数のケアに対応する日常（Mitchell�
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2014），子どもの成長や高齢の親族の心身の変化
に伴う関係の変化への対応（Steiner�and�Fletcher�
2017）などが指摘されている。こうしたダブルケ
アの状況は東アジアでも見られるが，ヨーロッパ
とは異なるダブルケアの経験が，特に高齢者ケア
への義務感，家族のケア責任や強い母性イデオロ
ギー規範との関係で議論されている（Song�2014；
Tan�2018；山下・相馬�2024）。まとめると，ダブル
ケアの先行研究は女性がダブルケアに従事する際
に経験する困難のあり方や葛藤を明らかにしてき
た。しかし社会政策がダブルケアの経験にいかな
る影響をもつのかの分析を試みた研究は少ない。
したがって，本稿は，東アジア，特に日本のケア
政策の展開が女性のダブルケアの経験にいかなる
影響を及ぼしているのかを考察する。

Ⅲ　脱家族化アプローチと家族のケア責任

　それぞれの社会において，ケアの責任がどのよ
うに配置されるかによって，人々がケアを提供し
たり受けたりする経験は異なってくる。そして，
ケアの配置のあり方はジェンダーと深く関わって
いる。フェミニストの視点からの社会政策とジェ
ンダーとの関連を対象とする分析と議論は，ケア
と社会政策，福祉国家との関係の十分な理論的お
よび経験的知識を蓄積している。その中でも脱家
族化（defamilialisation）の概念は家族メンバー間
におけるケアへの依存と経済的な依存への福祉国
家の対応を検討するために重要である（Lister�
1990；Orloff�1993；Leitner�2003；Saraceno�and�Keck�
2008；Saxonberg�2013；Kurowska�2018；Zagel�and�
Lohmann�2021）。その定義は学者によって異なる
が（Lohmann�and�Zagel�2016），脱家族化は日々の
生活におけるケアや経済的な局面において，家族
関係から個人が自立して一定の生活水準を維持で
きるような支援（多くの場合行政からの支援）や政
策と広くとらえることができる。脱家族化の概念
は，責任と依存が交差する家族関係における社会
政策および福祉レジームの役割を比較分析するた
めの最も有用な枠組みの一つと考えられている

（Lohmann�and�Zagel�2016；Saraceno�2016；Kurowska�
2018）。現在の脱家族化議論の中心は，次の 2 点

にある。第 1 に，社会政策および社会政策群が脱
家族化あるいは家族化を促しているかを定めるの
に適切な指標群は何か，第 2 に，脱家族化とジェ
ンダーそして世代間関係とが，いかに相互に関係
しているか，またその関係を分析するのはどのよ
うな枠組みが適切かという点にある。本節では，
まず脱家族化概念の発展について論じ，次に脱家
族化とジェンダー，世代間関係について論じる 1）。
　脱家族化概念の台頭は，もともとフェミニスト
社会政策学者による，Esping-Andersen（1990）の
福祉レジーム論とその主要な分析概念である脱商
品化（decommodification）への批判的な議論が基
盤となっている（Lister�1990；Lewis�1992；Orloff�
1993；McLaughlin�and�Glendinning�1994）。脱家族
化という概念は，家族関係からの経済的自立

（Lister�1994）と家族に対するケア責任からと家族
からケアを受けることからの自立（McLaughlin�
and�Glendinning�1994）の両方をとらえるために提
唱された。
　Esping-Andersen（1999）は脱家族化の概念を
取り入れたが，女性の労働力の商品化につなが
る，家族におけるケア責任の軽減と経済的自立と
いう次元での議論を中心とした。しかし脱家族化
アプローチを女性の経済的自立と労働市場との関
係のみに限定して議論することは多くの批判を受
けた。その後，脱家族化のアプローチは発展し，
脱家族化と家族化を主軸にした類型論が複数提示
されてきた（Leitner�2003；Saraceno�2016；Lohmann�
and�Zagel�2016）。類型論が展開される中で，どの
政策群や指標を使うのかも議論されてきた。例え
ば，ケアサービス（保育および高齢者介護）と現
金給付（育児休業手当や介護者給付，扶養控除など）
は，それぞれが支持する家族のケアへの関わり方
が異なってくるため，ともに公的な支援であって
も機能的に違う。類型論の詳細はここでは紙幅の
都合上省くが，前者は脱家族主義と考えることが
でき，後者は家族主義の一類（supported�familialism
や optional� familialism）と考えることができる

（Leitner� 2003；Saraceno� 2016；Kurowska� 2018；
Lohmann�and�Zagel�2016）。家族主義の政策とは，
家族間ケアの社会的・経済的な影響を積極的に減
少させることによって，家族間のケア関係を支え



日本労働研究雑誌18

る社会政策や規制と定義される（Leitner�2003；
Lohmann�and�Zagel�2016）。現金給付に関しては，
休業期間や支給レベルによって脱家族化か家族化
にもなりうるが，公的あるいは公的な財政による
ケアサービスは，どの論者によっても脱家族化の
指標と考えられている。
　脱家族化議論の前提にはケアを女性の無償家事
労働でなくすことを解放とする見方があった（Ciccia�
and�Sainsbury�2018）。しかしこの前提そしてジェ
ンダー不平等の縮小に対する脱家族化の効果は慎
重な分析を要すると議論されている（Ferragina,�
Seeleib-Kaiser� and�Tomlinson� 2013；Saxonberg�
2013；Kurowska�2018）。さらにジェンダーと世代
間におけるケアをすること・受けることへの権利
と依存を脱家族政策の分析に組み込む必要が指摘
されている。例えば，Kurowska（2018）は，女
性の家族に対するケア責任の軽減だけでなく，ケ
アを必要とする者が家族に依存せずにケアを受け
られるかどうかも，脱家族化の分析に含めるべき
だとする。すなわち，（1）子どもや高齢者など家
族内で他者が担うケア労働への依存が必要な個人
の福祉が国家によってどの程度支援されている
か，（2）国家がケアや所得，サービスの提供を含
む伝統的な家族の義務と負担をどの程度軽減して
いるか，という 2 つの視点から社会政策を評価す
ることを，脱家族化アプローチを用いた分析の�
枠組みとして提案している（Kurowska�2018：33-
34）。また Saraceno�and�Keck（2008：8）はジェ
ンダーにもとづくケア責任のあり方だけでなく，
家族の相互依存関係を政策がどのように認識し，
介入しているかに焦点を当て，次のように論じて
いる。

　　�家族化―脱家族化の二局化は，それゆえ，二
つのレベルにおいて分節化されなければなら
ない。ひとつは，どの規範や政策が家族の相
互依存の程度や期間をどのように形成し，ど
のように認めているかに関わるものであり，
もうひとつは，こうした規範や政策が，同じ
責任に関してジェンダー特有の行動をどのよ
うに奨励し，あるいは阻害しているかに関わ
るものである。

　Saraceno�and�Keck（2008）はケアに関する給
付やサービスだけでなく，法律上の家族間の義務
関係や年金も含めて，福祉国家による家族内にお
けるジェンダーおよび世代間の依存関係への関わ
り方を分析対象とすべきだと論じる。Kurowska

（2018）は，アマルティア・センのケイパビリティ
アプローチの視点から脱家族化と脱ジェンダー化
の相互補完性を議論する中で，単に政策のアウト
カムや特徴に焦点を当てるだけではなく，社会経
済的，制度的，文化的文脈の中でそれを解釈する
ことの重要性を指摘している（Krowska�2018：45）。
Lohmann�and�Zagel（2016）は，同じ政策あるい
は政策群が施行されていても，脱家族化と家族化
の両端の間のどこに位置付けられるかは，その社
会の規範となる理想的な家族関係によって，一定
度規定されるとする。
　まとめると，ケアの責任と労働の分配をジェン
ダーの視点から批判的に検討する枠組みとして脱
家族化概念は発展してきた。既存の研究では家族
内のケア労働の依存関係のジェンダーおよび世代
間に関わる社会規範をいかに同定し分析に組み込
むかが課題とされている。また子育てと高齢者そ
れぞれの政策領域を検討するが，この二つの領域
が脱家族化あるいは家族化政策においていかに関
連しているのかは，あまり分析されていない。さ
らに，公的ケアサービスを利用するケアラーが，
脱家族化をどうとらえているかといった脱家族化
の効果の主体的な認識の議論はあまりみられな
い。そこで本稿では，東アジア社会で実施された
脱家族化政策が，ダブルケア責任に関する既存の
ジェンダー関係と世代間関係にどの程度介入して
いるかを，ダブルケアラーのケア労働への負担感
に着目して分析をおこなう。また，ダブルケアを
対象とすることで，脱家族化の議論に新たな視点
を提示できるかも検討する。次節では，東アジア
におけるケアの配置と 2010 年代半ばまでのケア
政策改革について検討する。
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Ⅳ　脱家族化政策の展開とダブルケア
―2010 年代半ばまで

１　ケア政策の展開

　1990 年代以降，東アジア諸国で高齢化と少子
化という人口学的傾向とともに，政府はケアに対
してより多くの財政的責任を負い，行政の役割を
拡大するという政策転換が行われるようになった

（Chan,�Soma�and�Yamashita�2011；Ochiai� 2013）。
すなわち，ケアの供給や財政が家族のみに集中す
る配置から，家族から他のセクターへの移行と，
ケアの配置が変化してきたのである（Ochiai�
2009；Yamashita,�Soma�and�Chan�2013）。しかし，
Yamashita,�Soma�and�Chan（2013）や Ochiai（2013）
は，他セクターの割合が増加したとはいえ，東ア
ジアにおける家族は依然としてケアサービスと財
政の最も重要な提供者であること，また東アジア
内にも多様性があることを指摘している。
　2000 年以降，東アジアでは子育て・保育政策
および高齢者介護政策の改革がさらに多様化して
いる。�韓国，台湾，日本はヨーロッパ社会と比
べて同等か，より手厚いケア政策を実施している
が，香港はケア責任を家族の私的責任として維持
し，家族中心のケアレジームを継続している。こ
れらのケア政策改革の概要は以下の通りである。
　公的介護保険制度は日本で 2000 年，韓国で
2008 年に実施され，台湾では 2017 年に介護サー
ビス法が施行された。これら高齢者介護政策の主
な目的は，高齢者介護における家族の責任を軽減
することと，高齢者の医療費の抑制という財政的
な要請による（小島�2018；Peng�2018）。これらの
政策が実施されて以来，高齢者介護に対する国内
総生産あたりの公的支出は増加している。Estévez-
Abe�and�Naldini（2016）の計算によれば，2000
年から 2013 年の間に，日本は公的介護サービス
の利用率を 10 倍増加させた。韓国は，OECD の
平均よりも低いが，利用率を 20 倍増加させた。
台湾でも 2017 年に新介護サービス法が施行され
たのち，公的介護サービスの利用率が飛躍的に向
上した（小島�2021）。しかし，平均世帯所得が全
国平均より高い地域では，外国人家事労働者が依

然として最も人気のある選択肢となっている。
　さらに，韓国，台湾，日本では少子化対策とし
て子育て支援・保育サービスが大幅に拡大してい
る。日本では，2000 年から 2014 年の間に，公的
保育の利用率は生後 12 カ月までの子どもで 5.5％
から 11.4％に，1～2 歳児では 19.3％から 35.1％
に増加した。韓国の公的保育利用率は 2000 年か
ら 2010 年の間に 3 倍に増加し，OECD 平均を大
きく上回っている（Estévez-Abe�and�Naldini�2016）。
韓国と日本では，就学前保育が公的資金でカバー
されるようになった。韓国では，すべての就学前
児童に無料の公的保育が提供されている。台湾も
保育サービスを拡充したが，公的・無料保育は 5
歳児に限定され，母親への地域支援サービスの提
供に重点が置かれている（磯部・後藤・菊池�2017）。
ベビーシッターやチャイルドマインダーといった
家庭内保育士の利用は，韓国や日本よりも台湾の
方が一般的である。
　まとめると韓国，日本，台湾では，高齢者介護
サービスと保育サービスにおける行政の責任は拡
大した。公的サービスあるいは公的な財政による
ケアサービスが脱家族化の指標とされてきたこと
を考慮すれば，この点において，韓国，日本，台
湾では脱家族化が進められたと言える。特に日本
の介護保険は，脱家族化が近年すすんだ例として
先行研究でも挙げられている（Saraceno�2016）。
保育サービスへの公的支出は，日本，韓国ともに
OECD の平均を上回り，2019 年のデータで韓国
はスカンジナビア諸国とフランスの次に高い 2）。
対して香港は，ケアを家族の私的責任として政策
的に維持している。公的資金による介護サービス
や制度を拡充する代わりに，家族が市場から介護
サービス，特に移民家事労働者の介護サービスを
購入することを支援するために，税制優遇措置や
政策措置が講じられてきた（Peng�2018）。保育だ
けでなく，児童手当や育児休暇もほとんど提供さ
れていないため，この私的家族責任は子育ての領
域にも及んでいる。

２　東アジア比較調査からみるダブルケア

　これらの社会におけるケア政策がダブルケアを
提供する女性の経験と責任にどのような影響を与
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えたのだろうか。「東アジアにおける子育てと高
齢者介護のダブルケアの責任とケアレジームの比
較分析」プロジェクトにおいて，2013 年から 2014
年にかけて実施された質問票調査（以下，「東アジ
アダブルケア調査」と略）をもとに考える 3）。この
国際比較プロジェクトは，香港，日本，韓国，台
湾におけるダブルケアのあり方と経験，そしてそ
れらと社会政策の関連を分析の目的とした 4）。ダ
ブルケアに関する東アジア比較調査データは管見
の限り他になく，まずは大きな特徴をつかむため
に同調査を用いることとする。質問紙には，比較
分析のために同じ質問と，それぞれの社会固有の
質問が追加された。共通の質問項目には，ダブル
ケアラーが介護を行う頻度や種類，介護の対象，
利用している介護サービスの種類，ダブルケアに
対する気持ち，家族からおよび家族外からの支援
などが含まれた。10 歳未満の子どもが少なくと
も 1 人いる女性を対象とし，選択的サンプリング
が行われた。本章の分析対象となるサンプルは，
子育てと高齢者介護の両方を同時に過去にまたは
現在行っていると回答したケースのみである。各
社会のサンプル数は韓国（n＝556），台湾（n＝
306），日本（n＝352），香港（n＝588）である。
　サンプル属性を簡潔にまとめる。まず年齢分布
については，ダブルケアラーの年齢は 30～40 代，
末子は 0～5 歳，両親や義父母は日常になんらか
の支援が必要な 60 代（日本では 70 代）という傾
向がある。雇用は，平均すると，正社員（39.7％）
と無職の主婦（39.7％）が最も多く，次いでパート
タイマー（14.4％），自営業（3.7％），その他（2.4％）
となっている。韓国では，正社員（44.4％）と専
業主婦（40.9％）が多数派である。香港は専業主
婦が最も多く（47.3％），次いで正社員（36.2％）
となっている。台湾は正社員の割合が最も高い

（62.4％）。日本では，専業主婦（40.1％）の割合が
最も高く，非正規労働者の割合が他の社会よりも
比較的多く次に高い。世帯形態をみると，ダブル
ケアラーの約 10～15％が親と同居している。香
港と台湾では義父母と同居している割合がかなり
高く，日本ではダブルケアラーの両親と同居して
いる割合がやや高い。最後に世帯収入は，調査参
加者の世帯所得は中間所得層に集中している。韓

国と日本では，調査参加者の世帯月収は全国平均
と同等である。香港では世帯収入の幅が広く，台
湾では調査参加者の世帯収入は他の社会よりも相
対的に低いグループに分布している。
　東アジアダブルケア調査のデータは，77.7％が
現在ダブルケアに直面しており，22.3％が過去に
ダブルケアを提供した経験がある人の回答から構
成されている。まず，女性はどのようなダブルケ
アを提供しているのだろうか。高齢者介護の内容
を見ると，ダブルケアラーの約半数が「困ってい
るときに手助けをする」「話を聞いてあげるなど
精神的なサポートをする」ことを親および義理の
親に対して行っている。また，いずれの社会で
も，女性が，男性の親より女性の親，義父母を支
える割合が高く，韓国や日本では，母親や義母の
主な介護者である割合が，他の社会よりもかなり
高い。経済的支援は香港と韓国で高く，台湾では
母親と義母のみである。日本は，親や義父母に経
済的支援を提供するダブルケアの割合が低い。韓
国と日本では，要介護高齢者が介護保険制度で利
用できる公費負担の介護サービスを利用する傾向
があるため，ダブルケアラーが介護事業者や専門
家との連絡などのケアマネジメントに関わること
が多い。
　次に，ダブルケアラーは，どのケアサービスを
利用しているのだろうか。まず高齢者介護，次に
育児サービスの順で見てみる（表 1）。香港と台湾
では，家事労働者と訪問介護サービスが最も使わ
れているサービスであり，香港では家事労働者が
25.3％，訪問介護サービスが 15.4％，台湾ではそ
れぞれ 10.8％と 11.1％が利用している。� 一方，
韓国と日本では，デイサービス，訪問介護サービ
ス，福祉用具のリースなど，さまざまなサービス
が利用されている。
　子育て・保育サービスの利用は，高齢者介護
サービスとは異なる。いずれの社会においても，
ほとんどのダブルケアラーが保育園と幼稚園のど
ちらか，または両方を利用している（表 2）。日本
と香港では，子育て支援センターも利用されてい
る。香港と台湾では，高齢者介護の割合よりは低
いが，それでも同様に家事労働者が保育をしてい
る割合が韓国と日本より高い。
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表 1　利用しているサービス（高齢者介護）
（単位：％）

韓国 香港 台湾 日本
訪問介護／ホームヘルプサービス 11.2 15.4 11.1 11.4
訪問入浴介護  3.9 ― ―  4.0
訪問看護サービス  8.6  1.9  2.1  5.1
訪問リハビリテーション  3.9 ― ―  2.8
通所介護／デイケアサービス 38.8  3.0  1.0 12.2
通所リハビリテーション／デイケアサービス 13.8  0.9 ―  4.5
看護・医療ケア／デイケアサービス ― ―  8.5 ―
短期入所生活介護／ショートステイ  6.0  0.3 ―  4.3
福祉用具の貸与と購入費の支給 25.0  4.5  6.9  7.1
施設介護サービス  6.9  4.9 　�　6.2％※1  4.5
家事労働者  0.0 25.3 10.8  0.0
その他 16.4  1.4  0.7  2.6
※ 1��Nursing�home（1.3％）と Long�term�care�center（4.9％）の合計。政府は現在，両センターを長期介護施設と定義

している。
出所：東アジアダブルケア調査より筆者作成。

表 2　利用しているサービス（子育て）
（単位：％）

韓国 香港 台湾 日本 計
保育園 65.5 40.0 51.7 33.1 45.1
一時保育  1.7  7.2  0.0  8.8  5.2
幼稚園 31.5 58.8 60.7 31.2 48.6
子育て支援センター  5.2 19.2  0.0 22.4 13.6
放課後保育  0.0  0.5  1.3 18.6  4.7
家庭保育  6.9  6.7  2.3  0.6  4.5
メイド・ヘルパー  0.4  6.0  6.7  0.0  3.9
その他  6.9  6.2 34.3  7.6 12.5
出所：東アジアダブルケア調査より筆者作成。

　さらに，女性はダブルケアに従事することをど
う感じているのだろうか。ダブルケアの負担感を
みると（図 1），64.4％がダブルケアを負担に感じ
ている（「負担である」「どちらかといえば負担であ
る」）。しかし，負担感は社会によってばらつきが
ある。日本は負担を感じている介護者の割合が最
も高く（87.5％），韓国（75.4％）が続くが，台湾

（56.9％）と香港（56.7％）では比較的低い。香港
と台湾では，43％強があまり負担を感じていない

（「負担でない」と「あまり負担でない」）。ダブルケ
アラーが感じている具体的な負担をみると，いず
れの社会においても，回答者の半数以上が精神
的，身体的，経済的負担を感じており，子どもに
十分なケアができないと感じている。韓国のダブ
ルケアラーは，両親や義父母に十分な介護ができ

ないことをあまり負担に感じていない（28％）の
に対し，台湾では 52.3％，日本では 49.6％，香港
では 44.1％が介護が十分にできていないと感じて
いる。韓国と日本では，保育施設や保育サービス
の不足を感じている割合が高い。韓国 35.5％，日
本 31.8％であるのに対し，香港では 20.5％，台湾
では 17.6％である。高齢者介護サービスの不足に
ついては，韓国が香港の 4 倍と突出して高く，韓
国 25.6％，日本 15.2％，台湾 10.5％，香港 6.4％
となっている。韓国と日本が，近年の高齢者介護
政策によって公的保育と高齢者介護サービスを拡
大し，利用率をあげたことを考えると，これは特
に興味深い結果である。同時に，この 2 つの社会
よりも公的介護サービスが少ない香港では，負担
を感じないという回答者の割合が 10.2％と最も高
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かった。

３　脱家族化政策と女性のダブルケア負担感の矛
盾した関係

　韓国と日本のダブルケアラーが香港や台湾のダ
ブルケアラーよりも大きな負担感を感じていると
いう主要な分析結果を，脱家族化のアプローチを
用いて考察したい。先に論じたように，日本，韓
国，台湾における高齢者介護政策改革は脱家族化
政策に分類される。しかし，上述したように，韓
国と日本におけるケア政策改革は，ダブルケアを
提供する女性のケアへの負担感を軽減することに
は効果的でなかったことを示している。ダブルケ
アを負担に感じている女性の割合には顕著な違い
があり，日本（87.5％）と韓国（75.4％）では高
く，台湾（56.9％）と香港（56.7％）では低くなっ
ている。つまり，家事労働者によるケア労働の私
的「購入」が主要なケアサービスである香港や台
湾よりも，公的資金による保育と高齢者介護サー
ビスの両方が拡充された韓国や日本，つまり脱家
族化政策が実施された韓国，日本の方が，ダブル
ケアラーの間で負担感が広く共有されているとい
う矛盾ともいえる現象が起きている。
　なぜ脱家族化政策が実施された韓国と日本で，
ダブルケアラー女性の負担感が高いのだろうか。
日本と韓国でケア労働におけるジェンダー別役割
分業が，他社会と比べて変化していないことは，
他の先行研究によっても指摘されている（Hong�

2020；Kan�et�al.�2022）。Kan�et�al.（2022）の生活
時間調査を使った分析によれば，1986 年から
2016 年の間に，有償労働時間と無償労働時間の
両 方 に お け る 男 女 格 差 は，Esping-Andersen

（1990）の 3 つの福祉体制に含まれる他のすべて
の国や台湾，北京と比べて，韓国と日本で特に大
きい。Kan�et�al.（2022）は，南欧諸国，日本，韓
国といった，家族をケアの主要な提供者とみな
し，ケアにおける家族への依存を志向する政策を
もつ国は，女性が有償労働の時間を増やすことお
よび無償の家事労働の割合を減らすことの双方を
妨げていると指摘している（Kan�et�al.�2022）。
　女性がダブルケアの責任を負い続け，またダブ
ルケアの負担を重く感じる理由は，脱家族化政策
が施行されているのと同時に，家族のケア役割と
ジェンダー別役割分担が持続していることにあ
る。言い換えれば，家族，より正確には女性を無
償ケア労働の提供者とする規範的位置付けを維持
したまま，脱家族化政策がすすめられてきたので
ある。Shire�and�Nemoto（2020）は，日本では，
国がケアサービス市場や公的ケアサービスでの役
割を拡大する場合でも，ケアの場としての家庭の
位置付けは維持されてきたと論じている。社会政
策が「家庭をケアの場として強化し，若年および
高齢の家族の世話をする者として，妻，母親，そ
して高齢者ケアにおいては娘の役割を強化した」
と主張している（Shire�and�Nemoto�2020：443）。
さらに Yamane（2020）は，フォーマルな介護労

出所：東アジアダブルケア調査より筆者作成。

図 1　ダブルケアの負担感

（単位：％）
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働はインフォーマルな介護労働の延長とみなされ
ているため，介護労働のフォーマル化は日本にお
けるジェンダー関係の転換には大きく寄与しな
かったと論じている。ジェンダー別役割分業にも
とづく家族を軸とした無償ケア労働を基盤とした
ケアの配置を維持しながら，ケアの脱家族化を推
進するような日本の政策枠組みは，逆説的である。
　では 2010 年代半ば以降の政策展開とダブルケ
アの状況ではどうか。次節では，近年の政策展開
と日本における最新ダブルケア調査を用いて，さ
らにケア政策がジェンダーおよび世代関係にどの
ような影響を与えたのか，考察を続ける。

Ⅴ　脱家族化政策の変容とダブルケア
―2010 年代半ば以降

１　脱家族化政策の変容

　脱家族化政策は特に介護サービスの領域で，家
族のケア責任へと揺り戻し（再家族化）が起こっ
てきた 5）。財源の制約という理由から介護サービ
スの範囲は狭められ，対象者は厳格化され，介護
の責任は国から家族にゆり戻されてきた（藤崎�
2009；下夷�2015）。大きな制度改正を繰り返し介
護保険制度はかろうじて維持されているものの，
介護を家族が無償で提供している前提があるだけ
でなく，サービス利用抑制や費用負担の増加に
よって再び家族が介護を担う「介護の再家族化」
が今まで以上に懸念される（森�2023：48）。また，
介護サービスの供給制約が家族介護者の働き方に
及ぼす影響を分析した結果，介護者の年齢が若い
ほど介護サービスの時間的ミスマッチを感じやす
く，育児と介護のダブルケアなどライフステージ
上の生活課題が，若い介護者で切実であることが
影響しているとの指摘もある（池田�2021：53）。
　一方で，介護や育児をしながら働くための休業
制度も改革が重ねられ，保育供給量は少子化対策
のもとで拡充されてきた。具体的には，2017 年 1
月から介護休業法が改正され，介護休業の分割取
得が可能になった。介護休業や育児休業が脱家族
化政策あるいは家族化政策なのかについては前述
のとおり議論の余地があり本稿では詳述しない

が，男性が育児休業を取得して子育てに関わるこ
とは，女性を無償ケア労働の提供者とする規範的
位置付けを問い直し，男女ともにケア労働にかか
わる規範への組み替えるにつながらないとは言わ
ないだろう。2022 年 10 月からの「改正育児・介
護休業法」による「産後パパ育休（出生時育児休
業）」も男性が取得できるよう職場の雰囲気づく
りやサポートが求められている。労使協定を締結
している場合に限り，労働者が合意した範囲内で
休業中の就業も可能で，「半育休」という取得も
増えつつある。また，父母ともに育児休業を取得
するときは，子が 1 歳 2 カ月に達するまでの間の
1 年間に育児休業を取得できる。育児休業給付金
の拡充もあわせると，日本の育児休業制度は世界
でトップクラスである。しかし依然として男性の
育児休業取得率向上がのぞまれている。こうした
育児休業制度の拡充と，待機児童ゼロを目指した
保育供給量の拡大によって，最新の待機児童数調
査（2023 年 4 月 1 日時点）でも待機児童数が最少
となり，2024 年度は待機児童ゼロの計画達成が
見込まれている。
　さらに近年ではケアラー支援が政策課題の俎上
にあがってきた。2022 年こども基本法や 2023 年
4 月のこども家庭庁設置も，保育政策や子育て支
援策のさらなる拡充への合意形成を促すととも
に，家族をケアする子ども（ヤングケアラー）支
援の拡充も促している。
　一方，ダブルケアという政策課題の認知はヤン
グケアラーのそれと比較すると小さく，2024 年
春の国会でダブルケア支援法の提案がなされたも
のの扱いは小さく，地方自治体レベルの取り組み
にとどまっている。さらには，ダブルケアラー支
援をジェンダー平等の視点からとらえる政策枠組
みも弱いと言わざるを得ない。振り返れば，内閣
府は，女性活躍推進や就業継続という観点からダ
ブルケアに接近し，ジェンダー平等を真正面から
掲げたわけではなかった。当時の「女性活躍推
進」の政策言説の中で，就業継続とダブルケアと
いうアジェンダ設定がなされた。2016 年 4 月に
内閣府は「育児と介護のダブルケアの実態に関す
る調査」の結果を公表し，『就業構造基本調査』
と『国民生活基礎調査』の再分析から，ダブルケ
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アラーが 25 万人いるという推計結果を発表した 6）。
厚生労働省は「共生社会」「地域共生社会」のコ
ンセプトを進める切り口で，ダブルケアを扱って
いるという意味で，脱家族化やジェンダー平等の
課題認知ではない。例えば，ダブルケアは「共生
社会」における関連課題として 2016 年の『平成
28 年版厚生労働白書』で取り上げられた。社会
福祉法の改正により，「重層的支援体制整備事業」
が 2021 年 4 月に施行された。「地域共生社会」を
具現化するために，包括的な支援体制として，重
層的支援体制整備事業が創設されるに至った。

２　最新の日本調査から見るダブルケア

　日本における最新のダブルケア調査（2024）か
らこれらのケア政策がジェンダーおよび世代関係
にどのような影響を与えているのかを考えよう。
ここでは，ダブルケア（子育てと介護の同時進行）
に関する調査 2024（ソニー生命�2024）を用いる。
全国の大学生以下の子どもを持つ 30～59 歳の男
女 1 万 6926 名への予備調査を経て，その中から
本調査へ進む 1000 名のダブルケアラー（男性 500
名，女性 500 名）を抽出した。予備調査で，狭義
のダブルケア定義（「あなたの子育てと，親・義理
の親のケア（見守り・世話・援助・介護・介助）が
同時期に発生する状況」）を示し，回答者のダブル
ケアをめぐる認識や行為をもとに，ダブルケアを
現在経験中あるいは過去に経験した人を同定し，
30・40・50 代と年代が均等になるよう調整した
うえで，1000 名のサンプルに絞っている。子ど
もの年代は，30 代の回答者は未就学児や小学生
が多く，50 代の回答者は中高生や大学生の子ど
もの割合が高い 7）。
　まずダブルケアの負担感をみると，78.3％がダ
ブルケアを負担に感じている（「負担に感じてい
る」「やや負担に感じている」）。具体的な負担をみ
ると，回答者の半数以上が精神的負担を感じてお
り（55.2％），女性（61.2％）は男性（49.2％）より
も 10 ポイント以上スコアが高くなっている。次
いで，家事の負担（男性 25.0％，女性 37.8％），体
力的負担（男性 22.8％，女性 38.6％），仕事の両立

（ 男 性 28.0％， 女 性 31.0％）， 経 済 的 負 担（ 男 性
22.0％，女性 28.4％），子どもの世話を十分にでき

ない（男性 15.0％，26.4％）と女性の方が負担感の
スコアがおおむね高い。
　次にサービス利用を高齢者介護と育児サービス
の順でみてみる。まず高齢者介護について，サン
プル全体で介護保険の要支援・要介護認定を受け
ているのが約 53％である。その内訳を見ると，
要 支 援 1（6.6％）， 要 支 援 2（8.5％）， 要 介 護 1

（7.8％），要介護 2（10.9％），要介護 3（8.3％），要
介護 4（4.6％），要介護 5（6.4％）となっており，
要介護 2～3 が最も多い。サービス利用で最も多
いのがデイサービスの通所介護（19.4％）で，訪
問介護（17.1％），通所リハビリテーション（11.9％）
と続く。次に，子育て・保育サービスの利用をみ
ると，保育園（52.7％），幼稚園（49.1％），学童等

（30.3％），子育て支援センター等（23.2％）となっ
ている。前述の東アジアダブルケア調査とサンプ
ル構成は異なる（子どもの年齢が幅広い）ため安
易な比較はできないが，最新調査では保育園，幼
稚園，学童，子育て支援センター等の利用率がす
べて高くなっている。
　ただし，ダブルケアラーにとっては，保育や介
護サービスの供給量が拡大するだけで「脱家族化
政策」の効果が出るとは言えない。ダブルケアに
関する調査 2024 では，「児童・障がい・高齢の各
制度が，『縦割り』で使いにくいと思ったことが
ありますか？」とたずねている。サンプルの中で
も，自分がダブルケアラーであると認知してい
て，かつ，現在ダブルケア直面中の人（n＝550）
に絞ってみると，56.9％の人が，使いにくいと
思ったことがあると回答している。約 6 割のダブ
ルケアラーが，現状の縦割り行政に使いにくさを
感じている傾向が読み取れる。同調査の自由記述
でも，「あっちこっちで手続きして時間がかかる。
引き落としなども不便。ネット上でできない。昭
和なお役所仕事ばかりで不便。時代錯誤も甚だし
い」（子ども・実父母のダブルケア）など，現状の
制度の非効率性がダブルケアラーに集中しやすい
ことか明らかになった（相馬�2024）。

３　ダブルケア視点から問い直す脱家族化

　脱家族化の役割を担いうる各制度が「ダブルケ
アラーにとって非効率」であるということは，複
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数の制度をやりくりしなければならないダブルケ
アラー世帯にとっては，制度が非効率で脱家族化
が十分でない，あるいはケアの家族責任が増える
ということである。ダブルケアラーは複数の制度
をやりくりして生活している。森（2023）は，高
齢者の生活全体を支えるためには，情報収集や医
者やサービス事業者との連絡調整，介護や医療に
関わる判断や決断といった「日常生活の支援」が
必要であり，このような日常生活のマネジメント
を行う介護者に対する支援をいかに行うかを検討
すべきと論じる。介護や保育供給量が増えて脱家
族化がすすんだようにみえても，日常のケアマネ
ジメントレベルで脱家族化がすすまなければ，ケ
アラー個人にとって脱家族化効果は限定的とな
る。育児・介護をはじめ各政策の連携や調整の次
元も重ねて，脱家族化の効果をみることの重要性
を，ダブルケアは示している。つまり，個別政策
の次元と各政策のコーディネーションをふまえた
次元と，両方の次元で脱家族化をみることが，ダ
ブルケア視点では重要である。
　また，脱家族化を個人を対象とするだけでなく，
ダブルケア世帯単位と両方で考える必要がある。
ケアラー個人単位と世帯単位の脱家族化とがト
レードオフにならないよう，ケア供給・規制・そ
してマネジメント（管理・調整・意思決定）全体
で脱家族化を検討していくことが必要であろう。
ケアラー個人にとっては家族へのケア責任の減少
であっても，ダブルケア世帯にとって脱家族化に
はならないこともありうる。たとえば，ヤングケ
アラー支援で子どもの家族へのケア負担が減って
も，それが大人のダブルケアラーのケア負担の増
加につながるのであれば，ケアが複合的に存在す
る世帯全体をみると脱家族化がすすんだとはいえ
ない。同様に，ダブルケアラー個人の負担が減っ
たとしても，子どもにしわよせがいっているので
あれば，それは世帯にとって脱家族化とはいえな
い。Saraceno�and�Keck（2008）や Kurowska（2018）
が指摘した世代間のケア関係も脱家族化の対象に
なるべきという点は，ダブルケアをケースとして
検討すると，その重要性が経験的に明らかになる。

Ⅵ　結　　論

　以上の議論をまとめよう。2010 年代半ばまで
の政策展開や調査データによれば，政策がケア労
働におけるジェンダー別役割分担を基盤として形
成されている韓国や日本では，香港や台湾の女性
よりも，ダブルケアの経験をより負担であると感
じる女性の割合が高いことにつながっている。さ
らに，韓国と日本のケースは，ジェンダー化され
たケア労働の分配に介入しない脱家族化政策は，
子育てと高齢者介護における家族の役割を縮小し
たり，ジェンダーにもとづくケア労働の分配を変
容させるには限定的な効果しかないということの
一端を示している。日本における 2010 年代半ば
以降の政策展開をみると，脱家族化政策は，介護
と子育てで別々の方向性に向かっており，くわえ
てケアラー支援という新しい動きが見られる。介
護領域では家族のケア責任へと戻ってきている一
方で，少子化対策のもとで保育や育児休業制度は
拡充が見られる。ケアラー支援という新たな政策
において，ヤングケアラー支援は国政課題となっ
たもののダブルケアラー支援は地方自治体レベル
の取り組みにとどまっている。ダブルケアは女性
活躍推進や就業継続という観点から議論され，
ジェンダー平等とケア政策がリンクしていないの
が現状である。
　脱家族化は社会におけるケア労働の分配に関す
る政策の影響を検討するのに重要な概念である。
ケアの「社会化」や「外部化」という視点ではな
く，「脱家族化」の概念から政策を分析すること
は，世帯内ケア労働の分配と社会政策との関係を
ジェンダーの視点から検討することを可能にす
る。本稿は，脱家族化政策はジェンダー不平等の
縮 小 に 直 接 的 に は つ な が ら な い（Saxonberg�
2013；Kurowska�2018），また脱家族化政策は，そ
れぞれの社会におけるケア責任に関する社会規範
や法的枠組みと関連づけて分析する必要がある

（Saraceno� 2016；Kurowska� 2018；Lohmann� and�
Zagel�2016）という議論を支持する。方法論的に
は，「負担感」という主観的な指標を脱家族化の
効果として採用することで，公的ケアサービスを
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 1）なお，本稿では脱家族化と脱ジェンダー化の関係自体につ
いては紙幅の関係から議論しない。脱ジェンダー化について
は，Saxonberg（2013）を参照。

 2）OECD� family�database（available� at�https://www.oecd.
org/els/soc/PF3_1_Public_spending_on_childcare_and_early_
education.pdf）（2024.6.5 最終閲覧）.

 3）したがって，2017 年に台湾で施行された介護サービスの拡
充はデータに反映されていない。

 4）このプロジェクトは，2013 年から，フォーカス・グループ
や半構造化インタビュー，ワークショップ，ピアサポート・
セッション，質問票調査とオンラインによるアンケート調査な
どさまざまな調査方法を用いて行われた（詳しい方法論は相
馬・山下（2020）を参照）。

 5）コロナウイルス感染拡大において，日本の福祉国家はロッ
クダウンを行わず，独自の「自粛」や，法執行を伴わない政府
からの「要請」で，その判断は家族の自己決定に委ねられてい
た（Soma�and�Niki�2023）。コロナ禍にダブルケアに直面して
いた人に，新型コロナウイルス感染拡大前と後を比較して，子
育てや介護の負担が増えたか減ったかをたずねた。子育ての負
担が「増えた」は 30.6％，「変わらない」は 64.8％，「減った」
は 4.6％であった。また，子育て以外のケア（介護・介助・世
話・援助・見守り）の負担が「増えた」は 32.4％，「変わらな
い」は 63.0％，「減った」は 4.6％であった。ダブルケアラーの
約 3 割が育児や負担が増えたこととなる（ソニー生命�2024）。

 6）政府によるダブルケア実態調査は大変意義があったが，狭
い介護定義にもとづく調査で，主導的に身体的な介護をしなが
ら育児するというダブルケアラーが 25 万人（推計）であり，
その周縁には，仕事・育児・介護（遠距離・経済的支援含む）
と多様化したダブルケア実態がある。

 7）紙幅の都合上，回答者の基本属性の詳細については相馬
（2024）を参照されたい。
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